東部工業団地西地区（区画7番）分譲申込書

令和　　年　　月　　日

（あて先）玉村町土地開発公社理事長


申込者　所在地
事　業　者　名
代　表　者　名　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　電　話　番　号


　東部工業団地西地区に係る分譲等の条件を了承のうえ、本工業団地への立地を希望するので関係書類を添えて申込みます。
　なお、玉村町土地開発公社による審査結果については、一切異議を申立てません。


【添付書類】
1 施設配置計画図（様式・縮尺等は任意）
2 定款
3 商業・法人登記全部事項証明書（３か月以内のもの）
4 直近３期分の決算関係書類（決算書、貸借対照表、損益計算書及び剰余金処分計算書又は欠損金処理計算書、キャッシュフロー計算書）
5 税の未納がないことを証明する書類（玉村町及び本社（本店）が所在する市区町村発行のもの）
6 暴力団排除に関する誓約書
7 会社案内等（パンフレットや会社概要・製品等の説明書等）
※⑥については押印不要













【応募資格】
　申込者は、次の各号に掲げる全ての要件を満たす必要がありますので、必ず内容を確認しチェックをして申し込んでください。

· （１）分譲地において自らが土地の取得及び工場等を建設し、自ら操業しようとする企業であ　
ること。
※土地の転売を前提とした申込は不可
· （２）事業計画及び資金計画が適切で、工場等の建設や経営に必要な資力及び信用を有するこ
と。
· （３）都市計画法、建築基準法、町条例など関係法令及び各種指導要綱等を遵守するとともに、
周辺環境を考慮した適切な土地利用を図れること。
· （４）本件土地売買代金の支払い能力（一括支払いできる）があること。
· （５）売渡決定の日から原則２か月以内に売買契約を締結することができること。
· （６）土地引渡し後、原則３年以内に操業を開始できること。
· （７）操業開始後も引き続き成長性、将来性が見込まれること。
· （８）公害防止、環境保全に関する各種法令及び玉村町景観条例を遵守すること。
· （９）玉村町と公害防止協定を締結すること。
· （10）地元住民を積極的に雇用し、雇用の増加に努めること。
· （11）税収の増加及びその安定的な推移に努めること。
· （12）玉村町及び本社（本店）が所在する市町村民税に未納がないこと。
· （13）町や地縁団体、団地内の他の企業と良好な関係を築くこと。
· （14）役員等が、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）　
第２条第６号に規定する暴力団員若しくは暴力団員と密接な関係を有する者でないこ
と。













１．事業概要
(１)事業者の概要
	本社所在地
	

	名称
	

	代表者氏名
	

	創業年月
	年　　　月
	資本金(出資金)
	千円

	[bookmark: _Hlk210039750]主な業種
	

	事業内容
	

	従業員総数等
	役員　　　人　　従業員　　　人（うち非正規　　　人）


※主な業種は、日本標準産業分類の中分類を記載してください。

（２）所有建物等の概要
※所有する主な建物（工場、倉庫、事務所等）等について記載してください。
	所在地
	建物等の概要（種類・建築面積・従業員数）

	
	

	
	

	
	



（３）経営状況(直近3期分) 　　　　　　　　　　　※金額の単位：千円・百万円（どちらかに○）
	決算期
	期間
	売上高
	経常利益
	純利益

	
	年　月～　　年　月
	
	
	

	
	 年　月～　　年　月
	
	
	

	
	  　年　月～　　年　月
	
	
	

	（経常利益がマイナスの場合、その理由）

	





２．事業計画
（１）新設等の区分及び当団地での主な業務内容
 ※「募集要項の3ﾍﾟｰｼﾞ2.用語の定義」に基づいて記入してください。
	区　分
（○で囲む）
	ア　新設　　　　イ　増設　　　 ウ　移設　　

	本社移転の有無
（○で囲む）
	有（予定時期　　     年　　月）　　 無

	主な業務内容
	

	操業時間
（週及び一日）
	

	当団地を選んだ
理　　　　　由
	



（２）建設計画
①建築計画
	区　分
	種類
	建築期間
	階層
	延床面積

	主な建物
	
	年　　　月
～　　　年　　　月
	
	㎡

	
	
	年　　　月
～　　　年　　　月
	
	㎡

	
	
	年　　　月
～　　　年　　　月
	
	㎡

	操業開始予定日
	　　　年　　　月


※建物の種類は、工場・倉庫・事務所・研究施設などの使用目的を記載してください。
※操業開始予定日は、土地引渡し後から３年以内の日付を記載してください。

②投資予定額の合計　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　千円）
	土地
	建物
	設備
	合計

	４６３，４００
	
	
	




（３）施設整備計画
	区分
	内容
	摘要

	上水道
	１日最大使用量
	　　　　㎥
	

	地下水利用
	有　　・　　無
	取水量
	

	
	
	㎥/日
	

	生活排水
	処理方法
	排水量
	

	
	
	　　　㎥/日
	

	事業用排水
	処理方法
	排水量
	

	
	
	　　　㎥/日
	



（４）資金計画
①資金調達計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　千円）
	区分
	金額
	備考

	自己資金
	
	

	借入金
	
	

	その他（　　　　　　）
	
	

	合　　　　　　　計
	
	


 ※自己資金の備考欄には、内部留保等の具体的内容を記載してください。

②資金償還計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位　千円）
	借入先
	借入金額
	借入期間
	借入金利(％)
	償還方法

	
	
	年
	
	

	
	
	　　年
	
	

	
	
	　　　　 年
	
	


※借入れ予定がない場合は記載不要です。




（５）売上計画及び雇用計画等
①企業立地後の売上高（企業全体）の見込み　　　　　　　　　　　（単位　千円）
	
	操業初年度
	２年目
	３年目

	売上高
	
	
	



②予定従業員数（人）
	職種
	正規雇用（町内）
	非正規雇用（町内）
	計（町内）

	
	（　　 ）
	（　　 ）
	（　　 ）

	
	（　　 ）
	（　　 ）
	（　　 ）

	
	（　　 ）
	（　　 ）
	（　　 ）


※職種欄には、事務・技術・研究開発等主な職種を記入してください。
※（　）内には、町内からの雇用者数を記入してください。

③ 、②のうち新規雇用者数（人）
	職種
	正規雇用（町内）
	非正規雇用（町内）
	計（町内）

	
	（　　 ）
	（　　 ）
	（　　 ）

	
	（　　 ）
	（　　 ）
	（　　 ）

	
	（　　 ）
	（　　 ）
	（　　 ）


※職種欄には、事務・技術・研究開発等主な職種を記入してください。
※（　）内には、町内からの雇用者数を記入してください。

（６）地域経済の活性化
	当団地への企業進出に当たって、当町のブランド力の向上やふるさと納税の返礼品開発に貢献するなど、アピールできる提案がある場合は記載してください。また、それに関する実績がある場合は記載してください。（別紙でも可）



	









（７）環境保全
①環境問題と対策
	環境問題
	有の場合、具体的内容と対策

	[bookmark: _Hlk210150190]騒音や振動等の発生する可能性の有無
	有
	

	
	無
	




②交通への影響
	
夜間や早朝の車両の通行がある場合は、概ねの時間・種類・台数を記載してください。
	
有
	

	
	
無
	




③環境への配慮
	再生可能エネルギーの利活用、省エネ型設備等の導入など、環境への配慮に係る提案がある場合は記載してください。（別紙でも可）



	




（８）災害等非常時への対応
	大規模災害発生に備えた対応、災害が発生した場合における町や地元等へ貢献できる内容がある場合は記載してください。（別紙でも可）



	



（９）申込者の連絡先
	郵便番号・所在地
	（〒　　　－　　　）


	事業者名
	

	職・氏名
	

	電話番号
	－　　　　－

	ＦＡＸ番号
	－　　　　－

	E-mail
	


　※事業者名は支店名等があれば記載してください。
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